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佐賀県教育委員会

「先進的ＩＣＴ利活用教育推進事業」

の進捗状況

資料１

１ なぜ、今、ＩＣＴ利活用教育の推進か
＜現状（事業推進の背景）＞

○ 高度情報化社会への対応
（情報機器の整備・普及に伴い、教育の情報化は必至）

○ 学力の国際比較において情報教育先進国（韓国、シンガポール等）
との格差が拡大

○ 通常の学校や教室外でも質の高い教育の確保を求める要望が拡大
・新型インフルエンザ発生時の対応
・地震や風水害などの自然災害発生時の対応
・不登校や特別支援教育対象者への対応

１

＜期待される効果＞

① 学びの質の向上 （⇒子どもが変わる）

② 教師の指導の質の向上 （⇒授業が変わる）

③ 学校運営の改善、事務負担の軽減 （⇒学校が変わる）

④ いつでもどこでも良質な学習機会の提供

教育の質の向上、児童生徒の学力向上



２ 事業推進の目的と進捗状況

教育の質の向上、学力向上
⇒ 佐賀県から全国へ、そして、世界へ!!

Ｈ22～23年度
実証研究

（Ａグループ）
・県立致遠館中学校
・県立武雄青陵中学校

（Ｂグループ）
太良町、玄海町立学校

（※市町代表）

（Ｃグループ）
県立中原特別支援学校

（病弱・中学部）

※他の実践・実証研究
との連携

事業計画の策定・着手

Ｈ24年度～
実践・展開

○ 県立学校の対象拡大
・県立中学校と

特別支援学校(小中）は
全校で実践

・県立高校での実証研究開始
（致遠館、武雄、
唐津南、有田工、鳥栖商）

○ 市町での事業促進支援
・全県展開への環境整備
・国への働きかけ

県全域への拡大

Ｈ25年度～
情報発信

〇県立学校全体で本格実施

〇市町での事業促進支援

新たな学習スタイル

の構築と浸透

佐賀県スタイルの確立

＜事業推進のロードマップ（概要）＞

２

具体的取組 H23 H24 H25 H26

①事業推進体制の構築
（ICT利活⽤教育推進チーム等）

②⼈材育成
（教職員研修、普及・啓発）

③実証研究
システム・機器整備

④市町等との協議・連携

基幹システム運⽤
（H25〜 ）

推進体制の
整備・⽀援 ⽀援

（H23.6〜）

活用ｶ゙ｲﾄ゙ﾌ゙ｯｸの作成・
配付（H23.6～H24.3）

※国の取組

「教育の情報化ビジョン」

（H23.4）

（１）総合計画2011に示す事業スケジュール
今より明日を必ず良くするための “進” 重点項目

＜総合計画2011 「８．人材育成 ④先進的なＩＣＴ利活用教育の推進 の工程表」を引用＞

３

第Ⅲ期第Ⅱ期（実践力養成）

教職員研修、推進ﾘｰﾀﾞー 研修 第Ⅰ期

ＩＣＴを利活⽤した指導⽅法の改善、
活⽤ガイドブックの充実・改良 （H24.4〜）

実証研究
（機器整備、他）

（H23.6～24.3） 実証研究（課題抽出・分析、改善検討）
（H24.4〜H27.3）

県⽴学校における機器等の整備
（H24.4〜）

基幹システム設計・構築
(H23.6〜H25.3)

市町教育委員会との協議、国・⼤学等外部機関との連携（H23.4〜H27.3）

市町⽴学校における機器等の整備促進
（H24.4〜H27.3）

文部科学省 学びのイノベーション事業
（学習者用端末及びデジタル教科書を用いた指導法の研究）

総務省 フューチャースクール推進事業
（ＩＣＴ利活用教育を進める上での技術面を中心とした課題抽出）



具体的取組 H23 H24 H25 H26

ICT機器
の整備

電⼦⿊板
学習者⽤
端末 等

①県立中学校
実証研究

致遠館、武雄青陵
・黒板:全普通教室
・端末:全生徒

－ － －

教育実践 －
唐津東、香楠
･黒板：全普通教室
･端末：全生徒

－ －

②県立高校
実証研究

－

致遠館、武雄、唐津南、
有田工、鳥栖商
･黒板:1､2年普通教室

特別教室

･端末:新入生(１年)

（同左）

･黒板:3年普通教室
･端末：新入生

（１,２年）

（同左）

･端末：新入生
（１～３年）

教育実践 －
全校（上記除く）
･黒板：特別教室

全校（上記除く）
･黒板:全普通教室
･端末:新入生(１年)

全校（上記除く）
･端末:新入生

（１,２年）

③特別支援学校

実証研究

中原、金立、ろう
（一部）

－ － －

教育実践 －
全校（小・中）
･黒板：全普通教室
･端末：全生徒

全校（高等部）
･黒板:全普通教室
･端末:新入生(１年)

全校（高等部）
･端末:新入生

（１,２年）

基幹システム
の設計・構築

⼈ 材 育 成
（教職員研修）

指導⽅法の改善、活⽤ガイドブックの充実

第２期：実践⼒養成

試作版での検証 設 計 ・ 構 築 運 ⽤（校務管理から順次開始）

教職員研修・推進リーダー研修
第１期：内容理解

活⽤ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ
の作成・配付

第3期:改善充実

（２） 機器整備計画の一部変更 ４
① 平成24年度当初の予定

② 平成２４年度の機器整備の進捗状況
⇒ 状況変化： 県立高校での学習者用端末に係る実証研究に遅延が発生

平成２４年度
備考

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

電子黒板

学習
者用
端末

県立
高校

県立
中学

特別
支援

準備、公告、入札(8/3)、仮契約(8/10) 納品

実証内容及び
実証スケジュールの精査

ipad
入札11/2、納品11/20

実証研究

Windows8タブレット
仕様作成、機種決定、入札

納品、
実証研究

来年度導入機器の検討

高校導入機器とあわせる方向で検討
仕様決定、入札、

契約、納品

障害種別毎の機器構成・
教材構成の検討

機器構成案作成
の業者委託

入札、契約、
納品

５



具体的取組 H23 H24 H25 H26

ICT機器
の整備

電⼦⿊板
学習者⽤
端末 等

①県立中学校
実証研究

致遠館、武雄青陵
・黒板:全普通教室
・端末:全生徒

－ － －

教育実践 －
唐津東、香楠
･黒板：全普通教室
･端末：全生徒(香楠)

（同左）
･端末：全生徒

（唐津東）
－

②県立高校
実証研究

－ ー

教育実践 －
全校（上記除く）

･黒板：特別教室

全校（上記除く）

･黒板:全普通教室

全校
･端末:新入生(１年)

③特別支援学校

実証研究

中原、金立、ろう
（一部）

－ － －

教育実践 －
全校（小・中）
･黒板：全普通教室
･端末：全生徒

全校（高等部）
･黒板:全普通教室
･端末:新１年生

全校（高等部）
･端末:新入生

（１,２年）

基幹システム
の設計・構築

⼈ 材 育 成
（教職員研修）

指導⽅法の改善、活⽤ガイドブックの充実

第２期：実践⼒養成

試作版での検証 設 計 ・ 構 築
運 ⽤（校務管理から順次開始）

教職員研修・推進リーダー研修
第１期：内容理解

活⽤ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ
の作成・配付

第3期:改善充実

③ 機器整備計画の変更（案）

※H26からの県立高校における端末導入は、保護者負担を原則とする

致遠館、武雄、
唐津南、有田工、鳥栖商
･黒板:全普通教室、特別教室
･端末:新入生

６

目 的

事業内容

教育現場におけるICT（情報通信技術）機器等の整備と教育情報システムの構築及び⼈材育成に⼀体
的に取り組むことにより、先進的にICT利活⽤教育を推進し、本県の児童⽣徒の学⼒向上につなげていく。

★電⼦⿊板及び学習者⽤端末等の整備
・電⼦⿊板 県⽴⾼校（全校）、特別⽀援学校⾼等部（全校）
・学習者⽤端末 県⽴中学校（1校）、特別⽀援学校⾼等部（全校）

★電⼦⿊板及び学習者⽤端末等の整備
・電⼦⿊板 県⽴⾼校（全校）、特別⽀援学校⾼等部（全校）
・学習者⽤端末 県⽴中学校（1校）、特別⽀援学校⾼等部（全校）

ICT機器の整備

★学習管理、教材管理、校務管理（⽀援）の３つの機能を統合
した新たな教育情報システムの構築・運⽤

★学習管理、教材管理、校務管理（⽀援）の３つの機能を統合
した新たな教育情報システムの構築・運⽤

教育情報システムの構築・運⽤

★教職員研修
・ スキルアップ研修、ICT利活⽤教育ガイドブックの充実 等
★教職員研修
・ スキルアップ研修、ICT利活⽤教育ガイドブックの充実 等

⼈材育成

予算額1,153,937千円

（３） 平成２５年度当初予算（案）での提案

先進的ICT利活用教育推進事業費
７



⇒ 平成２５年４月から稼働（順次、機能拡張と対象地区を拡大）

日本初

校務管理（支援）システム

ＬＣＭＳ
教材管理システム

ＬＭＳ
学習管理システム

学習者と指導者の相互通信のベースとなる教育管理システム
・学習者の登録
・学習の進捗管理、成績管理
・教材・学習コンテンツの制作・登録、配信
・学習状況確認、履歴管理
・eラーニング、遠隔学習支援 他

指導者用の電子管理システム
・学籍情報管理
・出欠管理
・学校保健情報管理
・メール配信 他

（４）佐賀県教育情報システム（SEI-Net）の概要 ８

Copyright Saga Prefecture.All Rights Reserved.

佐賀県教育クラウド

市町教育委員会

市町立学校 県立学校

専用回線

県教育委員会

ホームページ
閲覧

専用回線
教材（コンテンツ）のみを

利用する場合

インターネット
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ

教育情報システム

公共ネットワーク

[県教育委員会と市町、学校を結ぶネットワーク（イメージ）]

新しく「教育情報システ
ム」を利用する市町

市町公共ネット
ワーク経由

９

画
面
イ
メ
ー
ジ
へ



【データ編】

ＩＣＴ利活用教育の推進に
より得られた教育効果

教育情報化推進室

（教師は）
これまでの文字情報に加え、映像表示や音声表現も可能なことから、
授業の幅が広がり、より臨場感の高い授業の実施が可能。

（児童生徒は）
指導内容の視覚的な把握が可能となることから、
授業への参加意欲が向上し、理解が促進。

(引用）東京書籍、指導用デジタル教科書紹介ＨＰより

デジタル教材の活用により、例えば、文章のク
リックでネイティブの発音が聞けるなど、その
場でＴＴ的な活用等も可能！

（１）電子黒板の効果 ⇒ 教授法の改善

10１ 実証研究で確認できたこと



11（２）学習者用端末の効果 ⇒ 学習法の改善
（児童生徒は）

・その場で疑問点について調べたり、理解に応じた進度で学ぶなど、
自らの理解やつまずきの状況に応じた学びを進めることが可能。

・意見交換や発表などにより、お互いを高め合う学びを
進めることが可能。

（教師は）
・その場で児童生徒の理解の度合いや学習状況

を把握することが可能。
・児童生徒一人ひとりに応じた課題や話題の提供

など、個に応じた指導が容易。

⇒学習者用デジタル教科書（※）とは
※これまでの（紙の）教科書の機能に加えて、

・電子計算機・電子百科事典
・映像・音楽の表現ツール
・インターネットの活用（コミュニケーションツール）

としての使用を可能とするもの。

学習の場の拡大学習の場の拡大

（３）新たな特別支援教育の実現
ＩＣＴの利活用は、学習者にとっても指導者にとっても、新たな学びや
指導が可能となるなど、「２１世紀にふさわしい学びと学校の創造」が
促進される。

（事例２） Web会議システムを使い、登校が困難
な生徒の学習指導を行う教師。

※県立中原特別支援学校での指導風景
→病弱の中学部に在籍中し、病気治療のため

登校が困難な生徒に対して、ＩＣＴを活用し、
遠隔での学習指導を実施中。

（資料提供：中原特別支援学校）

（事例１） 学習者用端末とヘッドセットを駆使し、
学習に取り組む児童。

※県立金立特別支援学校での学習風景
→肢体に障害のある児童が、頭部に取り

付けた電子ペンを使って、学習中。

12

資料提供：金立特別支援学校
東大先端研との連携事業

「あきちゃんの魔法のふでばこＰＴ」 自宅で学習中の
生徒の映像



王

バーチャル教室

授業の
教材

ＬＣＭ
（学習管理）

ＬＣＭＳ
（教材管理）

復帰支援を必要
とする児童生徒

地震や風水害等の自然災害や新
型インフルエンザ発生時など、危
機的状況の中にあっても、家庭等
で学習可能な環境を整備し、学習
の遅れを抑止

学校、教師との緊急連絡網の構築

休業中の連絡及び学習支援

長期間の入院等で学習活動が
困難な児童生徒に対する学習
支援の充実等により学校への
復帰を支援

学校不適応等の理由で通常の
学校や教室内での指導が困難
な児童生徒に新たな学習環境
を提供

障害の状態に合わせ児童生
徒に必要な教育プログラム、
内容を柔軟に提供

個々のペースでの反復学習
等の学習支援が可能となる
ツール（学習教材等）を提供

授業の遅れを抑止 学校への復帰支援 特別支援教育の充実

ＩＣＴを利活用した遠隔授業等を通じて、「災害発生時等の教育サポート」や「特別
な支援を必要とする児童生徒に対する教育の充実」など、 「いつでも」「どこでも」
「誰でも」良質な教育を受けることが可能となる。

（４）本事業で可能となる遠隔授業の効果(将来像)

特別な支援を必要
とする児童生徒

災害等発生時の
教育サポート

授業内容の
画像での送信

遠隔授業の将来像

13

（５） 事業推進体制の明確化の重要性

推進チーム
（本部：教育情報化推進室）

ＰＤＣＡ
サイクル
の確立

14

学校（全公立学校）

推進協議会
＊県と市町横断の推進組織

・ 県及び全市町教育長

・ 県最高情報統括監

・ 連携企業代表 他

教職員

◎教育は人なり。何よりも、すべての教職員がＩＣＴ利活用力を身に付けることが必要。

校長

推進リーダー

・教育庁関係者

・学校代表（「推進員」として委嘱）

・外部顧問

⇒ ・有識者
・連携企業関係者
・教科書会社関係者
・市町代表 他

⇒県と市町、学校が一体となった事業推進体制の構築が不可欠



1.楽しく学習できたと思いますか。

８.学習活動の中で教科書や資料などを利用して
必要な情報を見つけられたと思いますか。

15.電子黒板や実物投影機などを使った授業をもっと
受けてみたいと思いますか。

17.先生が電子黒板にいろいろな考えを提示して話し
合う授業は学習の役に立つと思いますか。

22.学校に自分専用のコンピュータがあると、学習に
役立つと思いますか。

23.学校に自分専用のコンピュータがあると、インター
ネットを使った学習ができて便利だと思いますか。

２ 学習面での成果検証の結果

文部科学省が、総務省ＦＳの指定を受けた県立中
学校の全校生徒を対象に実施した「ＩＣＴを授業に
用いることの評価」（H24.3実施、サンプル数455）の
結果において、「ＩＣＴ利活用教育の導入は、高い教
育効果をもたらす」との調査結果が得られた。
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（１）県立中学校（総務省ＦＳ校）での意識調査
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１年 ３年
46

47

48

49

50

51

52

53

54

１年 ２年 ３年

ＦＳ実証校指定後

(備考）平成23年８月：総務省フューチャースクール推進事業実証校に指定

⇒現３年生（平成22年4月入学）は、２年２学期より実証校として活動
現２年生（平成23年4月入学）は、１年２学期より実証校として活動

（備考）全国模試※は、ベネッセ主催「学力推移調査」(毎年全国で５万人程度が受験、４月実施）

ＦＳ実証校指定後

16（２）県立中（総務省ＦＳ校）での全国模試※の偏差値推移

３年（平成22年4月入学） ２年（平成23年4月入学）



スライド

（３）市立小学校（総務省ＦＳ校）の学力推移
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ＦＳ実証校指定後

全国学力・学習状況調査の推移（県平均を1.0として比較）

17

(備考）平成22年８月：総務省フューチャースクール推進事業実証校に指定

⇒ 平成23年4月調査の対象者(６年生)は、５年生の２学期より実証校として活動
平成24月4月調査の対象者(６年生)は、４年生の２学期より実証校として活動

Ｈ１９ 教師用パソコン
１人１台整備完了
（町内全小中学校）

Ｈ２０ 電子黒板の
モデル配置
（△□中に１台）

H21 文部科学省事業を活用し、△□中の全普通教室
に電子黒板を配置
※併せて、町内の小学校（２校）と〇△中にも電子
黒板を各４台配置（町単独予算）

（備考）
左表は、国語Ａ・国語Ｂ・数学Ａ・数学Ｂの総合点

について、県平均と比較したものである。
（県平均が１．００） （※Ｈ２３は未実施）

機器の
整備状況

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

0.98 1.01 1.05 1.06
〇△中 1.03 1.02 1.04 1.05
△□中 0.93 1.00 1.06 1.08

〇〇町全体

（※〇〇町は、中学校２校（〇△中と△□中）を設置）

（４）町立中学校（県指定実証地区）での検証結果

⇒ＩＣＴ利活用教育導入の成果（全国学力・学習状況調査の推移）

18



ＩＣＴを活用しなかった授業 ＩＣＴを活用した授業 差

小学校 算数 ７６．２ ８２．１ ＋５．９

小学校 社会 ６６．６ ７３．３ ＋６．７

小学校 理科 ８２．１ ８６．８ ＋４．７

中・高校 数学 ７２．９ ７８．８ ＋５．９

中・高校 社会 ６１．４ ７１．９ ＋１０．５

中・高校 理科 ５０．１ ５７．５ ＋７．４

（５） 平成１８年度 文部科学省委託事業

「教育の情報化の推進に資する研究」による
ＩＣＴ活用の教育効果の検証結果

担当：独立行政法人メディア教育開発センター
（http://www.tokushima‐ec.ed.jp/ict_support/ict/pdf/pamphlet.pdf#search

（調査対象） 小学校児童2,139人 中・高校生852人

19

2000 2003 2006 2009 備 考

読
解
力

日本 8 14 15 8 ＦＩＮ（フィンランド）
平等で機会均等な教育の実施（授
業料は小学校から大学まで無料）。
→ＩＴ、英語、専門領域の能力強化
→低学力生への支援の徹底

フィンランド 1 1 2 3

シンガポール 5

韓国 6 2 1 2

数
学
的
リ
テ
ラ

日本 1 6 10 9 ＳＧＰ（シンガポール）
（特別な資源等がない）ため、予算
措置を含め、人材育成を国家存続
の最重要課題として位置付け。
→特に、ＩＴ、語学、理数系科目を重視

フィンランド 4 2 2 6

シンガポール 2

韓国 2 3 4 4

科
学
的
リ
テ
ラ

日本 2 2 6 5 韓国（大韓民国）
ＩＭＦ経済危機を契機に情報産業
の活性化と人材育成を重視。
→高学歴化
→語学教育とＩＴ専門家育成教育

フィンランド 3 1 1 2

シンガポール 4

韓国 1 4 11 6

⇒ＯＥＣＤが実施する国際的な学力調査（ＰＩＳＡ調査）における
諸外国との結果比較(抜粋）

（６） ＰＩＳＡ調査での学力比較（日本、ＦＩＮ、ＳＧＰ、韓国） 20

(備考）ＰＩＳＡ調査では、2009調査から順次デジタル化に移行。



Copyright Saga Prefecture.All Rights Reserved.

３ 新教育情報システム（SEI-Net）の導入計画 21
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①基本的なデザインについて承認
②開発、テスト中（１⽉末まで）
③２⽉より他システムと総合テスト開始

(参考１）教職員ポータル画面（１日の行事予定） 22
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(参考２）教職員ポータル画面（出欠管理） 23

Copyright Saga Prefecture.All Rights Reserved.

①基本的なデザインについて承認
②9⽉からの運⽤に向け開発中

(参考３）生徒用ポータル画面（１日の行事予定） 24
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(参考４）生徒用ポータル画面（学習教材管理） 25

資
料
編
へ

以上です。
長時間ご清聴いただき

ありがとうございました。

教育情報化推進室


